
（注）金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

1,538未 払 金

仕 掛 品
17

短 期 貸 付 金

有　形　固　定　資　産

貸 倒 引 当 金

繰 延 税 金 資 産
固　定　負　債 902そ の 他 流 動 資 産 494

347長 期 未 払 金△ 6

立 替 金

売 掛 金
有 価 証 券 745

7,796

製 品

749

20,052

2,175

繰越利益剰余金

1

63,062
58,827 37,430

38,510

22

3
35

21

資 本 準 備 金

0 資 本 金
株　主　資　本

266
12,480
75,619 退職給付引当金

581

393
14,185

76

25,963

純　　資　　産　　の　　部
負　債　合　計

73,5653
82

277

11,778

9,090

68 そ の 他 資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金

5,443
資 本 剰 余 金

構 築 物

資　　産　　合　　計
貸 倒 引 当 金

固　定　資　産

破 産 更 生 債 権

投 資 有 価 証 券
投 資 そ の 他 の 資 産

そ の 他 無 形 固 定 資 産

そ の 他 投 資

関 係 会 社 株 式

関 係 会 社 出 資 金

ソ フ ト ウ ェ ア

車 両 運 搬 具

土 地
建 設 仮 勘 定

機 械 及 び 装 置

工具、器具及び備品

無　形　固　定　資　産

91,158
△ 6 71,105
394

純　資　産　合　計
負 債 ・ 純 資 産 合 計91,158

57

2,440

18

  その他有価証券評価差額金 

そ の 他 利 益 剰 余 金

8
381

331
37,761

別 途 積 立 金

利 益 準 備 金

△ 2,459評価・換算差額等
642

9返品調整引当金
19

売上値引引当金
232そ の他 流動 負債
27

前 渡 金

ポ イ ン ト 引 当 金
139

賞 与 引 当 金
前 払 費 用

302

金　額

946預 り 金
789

未 収 入 金 556

19,150
401買 掛 金

12,177短 期 借 入 金

未 払 消 費 税 等 528

現 金 及 び 預 金

原 材 料
未 払 費 用

貯 蔵 品

貸 借 対 照 表

平成28年3月31日現在
（単位：百万円）

資　　産　　の　　部 負　　債　　の　　部

32 未 払 法 人 税 等

土 地 再 評 価 差 額 金 △ 3,101繰 延 税 金 資 産 1,015

そ の他 固定 負債 287

建 物 付 属 設 備
6,211建 物

科　目 科　目金　額
流　動　資　産 15,538 流　動　負　債

5,094



自
至

（注）金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

当 期 純 利 益 8,945

投 資 有 価 証 券 売 却 損

123123

3,525

△ 425

12,045

3,417

3,100

法人税、住民税及び事業税

特 別 損 失

為 差 差 損 341

309 7,697

39

売 上 総 利 益

有 価 証 券 償 還 益 1,095

184

売 上 高

売 上 原 価

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

3,325

1,465

減 損 損 失

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 等 調 整 額

営 業 利 益

受 取 利 息

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

そ の 他

損 益 計 算 書

平成27年4月1日
平成28年3月31日

（単位：百万円）

科　　　　目 金　　　　額

6,249

1,501

7,889

13,482

27,621

14,138

291

12,169

受 取 配 当 金

投 資 有 価 証 券 売 却 益

支 払 利 息

投 資 有 価 証 券 評 価 損

そ の 他

経 常 利 益

2,560



ため、過去のポイント使用実績率に基づき将来使用されると見込まれる額を計上しております。

　することとしております。

ついては、３年間均等償却によっております。

（３）　たな卸資産の評価基準及び評価方法

む方法によっております。

② 仕掛品

なお、投資事業組合等については、入手可能な
決算書を基礎として持分相当額を純額で取り込

⑤ ポイント引当金

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価の切下げの方法）によっております。

よっております）

① 有形固定資産 定率法（ただし、平成10年４月１日以降に
（４）　固定資産の減価償却の方法

取得した建物（付属設備を除く）は定額法に

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
15～50年

４～15年

見込額に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。

　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の

　一定年数（９～12年）による定額法により按分した額を発生した事業年度から費用処理

　することとしております。
　過去勤務費用は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の

８～18年
工具、器具及び備品

③ 返品調整引当金
従業員に支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

・退職給付見込額の期間帰属方法

・数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属
　させる方法については、給付算定式基準によっております。

　一定年数（９～12年）による定額法により按分した額を発生の翌事業年度から費用処理

（５）　引当金の計上基準

建物付属設備

債権の貸倒れによる損失に備えるため、以下の方法に基づき計上しております。

④ 退職給付引当金

当社は製品（書籍等）の将来予想される売上返品による損失に備えるため、過去の返品実績
率を基準とする返品見込額の売上総利益相当額を計上しております。

移動平均法による原価法②　 子会社株式　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 

時価のあるもの　　　　　　　　　　　　　　　     決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差
④　 その他有価証券
③   満期保有目的の債券 償却原価法(定額法)

最終仕入原価法

移動平均法による原価法
又は償却原価法（定額法）

（２）　デリバティブの評価基準及び評価方法　　　　時価法

① 製品、商品及び原材料

額は全部純資産直入法により処理し、売却原
価は移動平均法により算定）

時価のないもの　　　　　　　　　　　　 　  　　 

個別法
移動平均法

③ 貯蔵品

③ 少額減価償却資産 取得価額が10万円以上20万円未満の資産に

自社利用のソフトウェア 社内における見込利用期間（５年以内）

建物

① 貸倒引当金

貸倒実績率法によっております。a.　一般債権

② 無形固定資産

に基づく定額法
その他の無形固定資産 定額法

重要な会計方針に係る事項に関する注記
（１）　有価証券の評価基準及び評価方法

時価法（売却原価は移動平均法により算定）①　 売買目的有価証券

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の

オンラインショッピングにより付与されたポイントの使用により将来予想される売上値引に備える

⑥ 売上値引引当金

税抜方式によっております。

おります。
（６）　消費税等の会計処理

財務内容評価法によっております。
② 賞与引当金

b.　貸倒懸念債権及び破産更生債権等

将来発生する売上値引に備えるため、当事業年度末における売上値引の見込額を計上して



1,596百万円

賞与引当金否認

評価性引当額
繰延税金資産合計

△ 174百万円
繰延税金負債合計
繰延税金資産の純額

△ 174百万円

繰延税金負債

△ 361百万円
1,771百万円

81百万円
243百万円

2,133百万円

2百万円

468百万円

205百万円
936百万円
137百万円

 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

ソフトウェア費用処理否認

関係会社株式評価損否認

その他
繰延税金資産小計

有価証券評価差額金

投資有価証券評価損否認

繰延税金資産
棚卸資産評価損否認
貸倒引当金否認
退職給付引当金否認

58百万円

税効果会計に関する注記

３条第３項に定める再評価の方法については、土地の再評価に関する法律施行令（平成10
 「土地の再評価に関する法律」及び「土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律」第

貸借対照表に関する注記
42

（２
                            短期金銭債務
有形固定資産の減価償却累計額 百万円8,389

6,103
関係会社に対する短期金銭債権

平成12年３月31日
再評価を行った土地の期末における

　 △290百万円

再評価を行った年月日

年３月31日公布政令第119号）第２条第４号に定める地価税法（平成３年法律69号）第16条に
規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官が
定めて公表した方法により算出した価額に基づいて奥行価格補正等合理的な調整を行って
算出する方法を採用しております。

（１
百万円
百万円

（３）　「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布法律第34号）及び「土地の再評価に
関する法律の一部を改正する法律」（平成11年３月31日改正）に基づき有形固定資産の土地
の再評価を行い、土地再評価差額金を純資産の部に計上しております。

時価と再評価後の帳簿価額との差額



事実上の関係

種類 所在地

株式会社ｺｰｴｰﾃ
ｸﾓｳｪｰﾌﾞ

会社名

（被所有）
直接

100.0%

取引金額
(百万円)

グループ会社の
管理運営

事業の内容

ｱﾐｭｰｽﾞﾒﾝﾄ施設の企画開
発・運営・管理

ｽﾛｯﾄ･ﾊﾟﾁﾝｺの液晶開発

（１）　親会社

売掛金

短期借入金 3,170

議決権の所有
（被所有）割合

取引の内容

横浜市港北区 15,000

当社製品の販売等
資金の借入
資金の返済

7,616
1,230

　　850

（２）　兄弟会社

議決権の所有
（被所有）割合

事業の内容

親会社の子会社
ソフトウェア・パッケージの

流通・卸業務

30,000,000
台湾におけるゲームソフト

の製造・販売

事業の内容

親会社の子会社

業務受託
著作権の許諾

事実上の関係

-110

役員の兼任等

種類

役員の兼任等

種類

役員の兼任等

取引の内容
取引金額
(百万円)

事実上の関係

親会社

会社名

株式会社ｺｰｴｰﾃ
ｸﾓﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ

関係の内容

兼任４人

２．価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案し、価格交渉の上で決定しております。

役員の兼任等 事実上の関係

資金の借入 1,152 短期借入金 1,157

（注） １．取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれており

３．資金の借入は、市場金利等を勘案して利率を決定しております。

    ます。（短期借入金は除く）

当社製品の販売

関係の内容

2,159

取引の内容
取引金額
(百万円)

期末残高
(百万円)

関係の内容

株式会社ｺｰｴｰﾃ
ｸﾓﾈｯﾄ

横浜市港北区

台湾

種類 会社名 所在地
資本金

(台湾ドル)

科目
関係の内容

資金の借入
資金の返済

300
150

親会社の子会社
台湾光栄特庫摩
股分有限公司

100

期末残高
(百万円)

-

期末残高
(百万円)

1,320兼任２人

-

短期借入金

兼任8人 管理業務委託
業務委託料支払

資金の借入
資金の返済

期末残高
(百万円)

所在地
資本金
(百万円)

科目

兼任４人
当社製品の

販売等

関連当事者との取引に関する注記

資本金
(百万円)

所在地

会社名

議決権の所有
（被所有）割合

1,539
5,060
2,900

-　

短期借入金 5,960

-

科目

事業の内容
議決権の所有
（被所有）割合

東京都
千代田区

資本金
(百万円)

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目



（３）　親会社及び重要な関連会社に関する情報

（１）　１株当たり純資産    
（２）　１株当たり当期純利益 　　　　　　　 　 

1,036円96銭
130円45銭

（注） １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

当期純利益（百万円）
普通株主に帰属しない金額（百万円）

8,945
－

当　　期

68,571
普通株式に係る当期純利益（百万円）
普通株式の期中平均株式数（千株）

項　　目

株式会社コーエーテクモホールディングス（東京証券取引所に上場）

8,945

・親会社情報

１株当たり情報に関する注記
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